
様式１

参加表明書兼誓約書
令和　　年 　 月  　日
下妻市長　菊池　博　様
　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　電　話　番　号
　「下妻市庁舎等包括管理業務委託公募型プロポーザル」について、実施要領に基づき参加を表明します。
　ついては、実施要領に基づく参加資格の要件をすべて満たしていること及び提出書類の記載事項並びに添付書類について事実と相違ないことを誓約し、相違があった場合は、参加資格を取り消されても異議の申し立て等はいたしません。
【担当者】
	担当者氏名
	

	所属・役職
	

	電話番号
	

	電子メールアドレス
	


（備考）別添、様式２に記載の「参加資格項目チェックリスト」及び「提出書類チェックリスト」に記入し、本様式に添付すること。
様式２　添付様式
　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
参加資格項目チェックリスト
　本プロポーザルに参加できる者は、単体の法人とし、次の①から⑧までの要件をすべて満たし、且つ⑨又は⑩のいずれかを満たしていること。
1 下妻市物品製造(役務の提供)等競争入札参加資格審査有資格者であり、令和７年・８年度の本市入札参加資格者名簿（物品役務）に登載されていること。（追加募集を含む）
2 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者でないこと。

3 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなされていないこと

4 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていないこと

5 自社の社員及び役員等が、下妻市暴力団排除条例（平成24年条例第18号）に規定する暴力団又は暴力団員ではないこと。また、暴力団の威力の利用や暴力団に利益を供与する等の当該条例に違反する行為がないこと。

6 参加表明書の提出から当該案件の契約の相手方の選定までの間、本市から入札参加停止又は入札参加保留の措置を受けていないこと。

7 その他法令の規定による指名停止を受けている期間中ではないこと。

8 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第４０号。以下

「ビル管理法」いう。）第１２条の２第１項第１号から第７号までに規定する事業の全て又は第８号に規定する事業の登録を受けている者であること。

9 本業務の総括責任者として，ビルメンテナンス等の総括責任者又は業務責任者としての実務経験を有し，本業務に必要な技術力，マネジメント能力及びコミュニケーション能力を有する者を選任できること。

10 本市との協議や調整に十分な能力を有し，契約及び本業務の実施，諸条件の変更等について柔軟な対応ができる者であること。

11  地域経済の循環に配慮し，市内事業者等（市内に本店，支店又は営業所を有する事業者をいう。以下同じ。）を現行水準と同等又はそれ以上の条件で活用するよう積極的に努める者であること。
提出書類チェックリスト
□　１　会社概要及び業務実績届（様式３）・・・１部
（備考）各項目を確認し事実と相違なければ、□にチェック☑を入れること。
様式３（１／２）
会社概要及び業務実績届
　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
会　社　概　要
	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	

	本社所在地
	

	設立年月
	

	資本金
	

	支社・営業所等
	

	従業員数
	

	許可・登録
	

	事業概要
	


（備考）１　令和７年１１月１日時点で記入すること。
　　　　２　会社概要を記したパンフレット等を発行している場合は添付すること。
様式３（２／２）
　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
業　務　実　績　届
	番

号
	業務名称
	業務概要
	発注者
	契約金額
（千円）
	契約期間

	記入例
	〇〇市公共施設包括管理業務委託
	管理施設数：25棟（本庁舎、○○支所、○○図書館…）
業務内容：統括管理業務（設備機器定期点検業務、環境衛生管理業務、消防設備等の調査・検査業務、清掃業務、有人警備業務、電話交換業務）
	〇〇市
	654,321
	R6.4.1～R11.3.31
（60か月）

	１

	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３

	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	


（備考）１　業務実績について、包括管理及び建物総合管理等の受託実績が多数ある場合は、県内実績及び契約金額の大きなものを優先して記載すること。また包括管理の管理施設数を明記すること。

　　　  ２　実施要領に記載の書類を添付すること。

　 ３　記載件数は最大5件とする。
様式４
質　　問　　書
令和　　年 　 月  　日
下妻市長　菊池　博　様
　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　電　話　番　号
　「下妻市庁舎等包括管理業務委託公募型プロポーザル」に関することについて、実施要領に基づき次のとおり質問します。
	番号
	項　目
	質　問　事　項

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	

	４
	
	

	５
	
	


（備考）１　質問がない場合は、質問書を提出しなくてよい。

　　　　２　質問が６件以上ある場合は、番号５の下に続けて行を追加すること。
様式５
企　画　提　案　書
令和　　年 　 月  　日
下妻市長　菊池　博　様
　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　電　話　番　号
　「下妻市庁舎等包括管理業務委託公募型プロポーザル」について、実施要領に基づき企画提案書及び企画提案説明書を提出します。
【担当者】
	担当者氏名
	

	所属・役職
	

	電話番号
	

	電子メールアドレス
	


様式６
提案金額見積書
令和　　年 　 月  　日
下妻市長　菊池　博　様
　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　電　話　番　号
	業務名称
	　下妻市庁舎等包括管理業務委託

	提案金額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（うち消費税及び地方消費税の額　　　　　　　　　　　　円）


（備考）１　金額の数字の前に￥マークを入れること。

　　　　２　見積金額に係る内訳書（任意様式）を添付すること。
　　　　３　内訳書は別紙「下妻市庁舎等包括管理業務委託仕様書」第１章３．業務範囲に示す１）から６）及び①から⑰の各項目の額が分かるよう記載すること。
番号 
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番号








